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年齢５歳階級別人口（国勢調査）

男 女
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事業所の推移（事業所・企業統計調査）

産業別事業所数・従業者数割合
（平成13年事業所･企業統計調査）
（2001）

昭和56年
（1981）

事業所数

(千所) (万人)

従業者数

61
（1986）

平成3年
（1991）

8
（1996）

13
（2001）

10,368

11,168

11,664

11,925

11,783

103,474

114,965

133,547

148,019

143,306

サービス業
37.8%

サービス業
32.9%

事業所数

11,783所

従業者数

143,306人

建設業 6.9%

建設業 6.2%

運輸･通信業 5.5%

不動産業 6.9%

製造業 4.3%

製造業 7.4%

その他 4.7% その他 6.7%

卸売・
小売業
飲食店
36.4%

卸売・
小売業
飲食店
44.3%
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商業事業所数（飲食店を除く）の推移(商業統計調査)

小売業中分類別事業所数・従業者数・年間販売額の割合
（平成14年商業統計調査）
（2002）

飲食料品

織り物・衣服・身の回り品

家具・じゅう器・機械器具

自動車・自転車

各種商品

その他
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(

千
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年間販売額

従業者数

事業所数
35.9%

12.8%

12.7%

9.5%
8.1%

7.4%

5.6%

6.6%

8.5%

14.4%9.1%

43.2%

36.2%33.8%

28.0%

21.7%

0.5%
6.0%
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工業の産業別割合（従業者４人以上の事業所）
（平成14年工業統計調査）
（2002）　　　　　　　　

金属製品
13.4%

電気機械器具
10.6%

食料品
10.6%

プラスチック
製品
9.2％

一般
機械器具
10.1%印刷･

同関連業
7.4%

パルプ･紙
6.0%

化学工業
6.0%

繊維工業
3.7%

繊維工業　1.4%

その他の業種
17.0%

衣服・その他の
繊維製品
6.0%

事業所数
217所

金属製品
8.3%

電気機械
器具
8.8%

食料品
24.2%

プラスチック製品
6.5％

一般機械器具
8.3%

印刷･同関連業
3.3%

パルプ･紙
7.0%

化学工業
13.3%

その他の業種
16.6%

衣服・その他の繊維製品　2.3%

従業者数
6,479人

金属製品　2.7%

電気機械器具　3.2%

食料品
11.3%

プラスチック製品　1.8％

一般機械器具　4.7%

印刷･同関連業　1.3%

パルプ･紙　4.3%

化学工業
15.6%

その他の
業種
54.0%

衣服･その他の繊維製品　0.8%

精密機械器具　0.3%

製造品出荷額等
2,748億円

注：構成比第１順位の「飲料・飼料・たばこ製
造業」は、秘匿措置のため、その他の業種
に含みます。
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住宅数の推移
(住宅・土地統計調査)

上水道の状況
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